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コラムコラム
 

 113番元素－日本初の命名権への期待－ 

「すい(H)へい(He)りー(Li)べ(Be)・・・」、これは元素周期表を覚えるための語呂合わせだが、理科の授
業で聞いた人も多いと思われる。2012年８月、この元素周期表に日本が命名した元素を加えるという、日本
の科学者の夢に近づく成果が得られた。理化学研究所の森田浩介准主任研究員らの研究グループが、113番元
素の同位体「278113（質量数278）」の３回目の合成に成功した。研究グループは、2004年と2005年の２回
にわたって113番元素の合成を確認したが、今回は３回目の合成に成功しただけでなく、前の２回とは異なる
経路で崩壊したことが大きな意味を持っており、113番元素発見が確定的となった。 
研究グループは113番元素を合成するために、理化学研究所の「重イオン線形加速器（RILAC）」で光速
の10%に加速した亜鉛ビームを標的のビスマス薄膜に照射して融合反応を起こしてから、278113を含む超重
元素核だけを分離し、更にその崩壊を観測する実験を行った。この実験により、2012年８月12日、278113が
６回のアルファ崩壊1の後、原子番号101のメンデレビウム（質量数254の254Md）になるという一連の崩壊が
観測された。278113が４回アルファ崩壊した後にできる原子番号105のドブニウム（質量数262の262Db）は、
約33%の確率で自発核分裂し、約67%の確率でアルファ崩壊し、254Mdになるという、２通りの崩壊経路を
たどることが既に知られている。過去２回の合成では262Dbが自発核分裂したが、３回目の合成となる今回は
アルファ崩壊したことで、113番元素がたどりうる崩壊経路を双方とも確認できたことになり、本実験で得ら
れた３個の原子核が278113であったというゆるぎない証拠となった。113番元素の合成は非常に難しく、2003
年９月の実験開始から通算553日にわたる実験で、100兆回を超える原子核の衝突を繰り返して３回目の合成
に至った。 
元素周期表は、1869年にメンデレーエフにより提唱され、自然界に存在する元素は、原子番号92のウラン
まで発見されていた。93番以降の元素は人工的に合成され、米国、ソ連、ドイツに命名が認められた。そし
て最近ではロシアと米国の合同研究グループに114番と116番への命名が認められた。元素命名への優先権の
認定は、国際純正・応用化学連合と国際純粋・応用物理学連合が３名ずつ推薦する計６名の合同作業部会で
審議される。研究グループは、同部会に対して３回の観測事実をもとに113番元素の命名への優先権を主張し
たが、ロシアと米国の合同研究グループも優先権を主張しており、同部会で審議中である。113番元素を世界
で初めて合成したことが認められれば、命名権が与えられ、人類にとって不朽の財産である元素周期表に日
本が足跡を残すこととなる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                        
1  より安定な原子核に変わるために原子核から質量数４（陽子２つ＋中性子２つ）のアルファ粒子を放出すること。アルファ崩壊を１回する

たびに放出元の原子核は質量数が4減り、原子番号が２小さくなる。 

元素周期表（発見が報告されているもの：2012年９月現在）
提供：理化学研究所 
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（高度情報通信技術の研究開発） 

情報通信技術は、今後様々な社会的課題の達成に向けて科学技術が貢献していく上で重要な鍵

を握る共通基盤的技術である。 

文部科学省では、科学技術イノベーションに必要な基盤として、情報科学技術を活用した効果

的かつ効率的な情報収集・情報集約・情報統合・情報管理・情報分析・情報流通・情報共有シス

テムの高度化が求められるため、大規模データの効率的な利活用を可能とする科学技術基盤の強

化（「Ｗｅｂ社会分析基盤ソフトウェアの研究開発」等）を実施している。また、大量で多種多様

なデータを革新的な科学的手法により円滑に利活用できる環境の実現に向けて、平成24年４月に

「アカデミッククラウドに関する検討会」を開催し、同年７月に提言「ビッグデータ時代におけ

るアカデミアの挑戦」を取りまとめた。本提言では、文部科学省が推進すべき研究開発課題とし

て、データ科学の高度化に関する研究開発、アカデミッククラウドの構築に向けたシステム研究、

ビッグデータ活用モデルの構築を挙げている。また、情報科学技術を活用した的確な科学的分析・

解明・予測の高度化が求められるため「革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・イン

フラ（ＨＰＣＩ）の構築（第２部第３章第１節４（１）参照））等を実施している。さらに、課題

達成型ＩＴ統合システム（実社会情報を集約し、課題達成に最適な解や方向性を導き出し実社会

にフィードバックする高度に連携、統合されたＩＴシステム）の構築に向けて、平成24年度から

「社会システム・サービスの最適化のためのＩＴ統合システムの構築」を実施するとともにＩＴ

システムの耐災害性強化やデータ処理能力の向上、超低消費電力化等を進めるため、「イノベー

ション創出を支える情報基盤強化のための新技術開発」等を実施している。 

 

（数学・数理科学を活用したイノベーションの創出） 

文部科学省では、数学・数理科学的知見を活用して諸科学や産業における様々な課題の解決に

貢献し、新たな価値（数学イノベーション）を生み出す枠組みを構築するための活動の一環とし

理研の重イオン線形加速器（RILAC）
提供：理化学研究所 

今回新たに確認された113番元素の崩壊経路とその時間経過
提供：理化学研究所 



 

 

 

第３章 我が国が直面する重要課題への対応 

 

 

249 

 
第
３
章

て、平成24年度より「数学・数理科学と諸科学・産業との協働によるイノベーション創出のため

の研究促進プログラム」を開始している。本プログラムでは、ビッグデータ、最適化と制御の数

理などの重要なテーマについて、数学による解決が期待できる課題を設定し、その解決策の具体

化に向けて数学・数理科学研究者と諸科学・産業の研究者とが議論するワークショップ等を開催

することにより、両者の協働を促進している。 

 

（２）共通的、基盤的な施設及び設備の高度化、ネットワーク化 

科学技術の振興のための基盤である研究施設・設備は、基礎研究からイノベーション創出に至

るまでの科学技術活動全般を支えるために不可欠であり、これらの整備や効果的な利用を図るこ

とが重要である。また、「研究開発力強化法1」においても、大学、独立行政法人等が保有する研

究施設・設備の共用の促進を図るため、国が必要な施策を講じる旨が規定されている。 

このため、科学技術に関する広範な研究開発領域や、産学官の多様な研究機関に用いられる共

通的、基盤的な施設・設備に関して、その有効利用、活用を促進するとともに、これらの施設・

設備の相互のネットワーク化を促進し、利便性、相互補完性、緊急時対応等を向上するための取

組を進めている。 

文部科学省では、「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」（平成６年法律第78号）

（以下、「共用法」という）に基づく特定先端大型研究施設2の整備や共用に必要となる経費の支

援等を通じて、産学官の研究者等による共用を促進している（後述）。 

特定先端大型研究施設に準ずる、大学、独立行政法人等が保有する先端研究施設・設備につい

ても共用を促進するために、「先端研究施設共用促進事業」を実施しており、平成24年度は28施設

を支援した（第2-3-8図）。これらの施設・設備の共用を一層促進し、成果の創出につなげるため、

施設・設備の利用に関する基本的な情報（所在地、利用用途、利用可能時間等）を提供するイン

ターネット上の総合窓口として、「共用ナビ」（研究施設共用総合ナビゲーションサイト）を開設

している。また、「ナノテクノロジープラットフォーム」により、ナノテクノロジーに関する最先

端の研究設備とその活用のノウハウを有する機関が緊密に連携し、全国的な共用体制を構築する

ことで、産学官の利用者に対し、最先端設備の利用機会と高度な技術支援を提供している。さら

に、スーパーコンピュータ「京」を中核とし、全国の大学や研究所などに設置されている主要な

スーパーコンピュータをネットワークで結び、利用者の多様なニーズに応える計算環境を実現す

る「革新的ハイパフォーマンス・コンピューティング・インフラ（ＨＰＣＩ）」の構築を推進する

とともに、戦略分野における研究開発や我が国の計算科学技術体制の整備を行う「ＨＰＣＩ戦略

プログラム」を実施している。 

  

                                                        
1  「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律」（平成20年法律第63号） 
2  共用法において、特定放射光施設（大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－８）、Ｘ線自由電子レーザー施設（ＳＡＣＬＡ））、特定高速電子計算

機施設（スーパーコンピュータ「京」）、特定中性子線施設（大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ））が規定されている。 
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第２-３-８図／「先端研究施設共用促進事業」の実施機関 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：文部科学省作成 

 

 

近年、グローバル化が進展し、国際的な頭脳獲得競争の激化による人材の流動性が高まる中、

海外で研鑽
さん

を積んだ我が国の研究者が帰国後も活躍できる機会の充実と、海外の優秀な研究者が

我が国で活躍できる国際的な「頭脳循環」の実現が重要となっている。 

このため、文部科学省では、国内外の若手研究者等をひき付け、最先端の研究成果を創出する

ための研究設備の整備を行う「最先端研究基盤事業」を実施しており、平成24年度は10事業につ

いて支援を行っている。 

 

（特定先端大型研究施設） 

共用法では、特に重要な大規模研究施設を「特定先端大型研究施設」と位置付け、我が国の科

学技術イノベーションの推進や研究開発投資の効果的・効率的な活用のため、その計画的な整備、

運用及び公平・公正な共用を規定している。 

 

○大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－８） 

大型放射光施設（ＳＰｒｉｎｇ－８）は、光速近くまで加速した電子の進行方向を曲げたとき

に発生する極めて明るい光である「放射光」を用いて、物質の原子・分子レベルの構造や機能を

解析可能な世界最高性能の研究基盤施設である。本施設は平成９年より共用が開始されており、

ライフイノベーションやグリーンイノベーションをはじめ、日本の経済成長を牽
けん

引する様々な分

野で革新的な研究開発に貢献している。 

 

中国、四国、九州地区

・広島大学
－生命科学分析ｼｽﾃﾑ

・徳島大学
－ﾌﾟﾛﾃｵﾐｸｽﾌｧｼﾘﾃｨ

・九州大学
－ｸﾘｰﾝ実験ｽﾃｰｼｮﾝ

・九州ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ光研究ｾﾝﾀｰ
－放射光光源及びﾋﾞｰﾑﾗｲﾝ設備

広島大学
生命科学分析
ｼｽﾃﾑ

・北海道大学
－同位体顕微鏡ｼｽﾃﾑ
－ｽﾋﾟﾝ偏極走査電子顕微鏡

・室蘭工業大学
－複合環境効果評価施設（FEEMA）

・東北大学
－先端的経年損傷計測・評価と破壊制御ｼｽﾃﾑ
－低乱熱伝達風洞装置

北海道・東北地区

北海道大学
同位体顕微鏡

東北大学
低乱熱伝達
風洞装置

中部地区

・信州大学 －ﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ・ﾃﾞﾊﾞｲｽ試作・評価装置群
・名古屋大学 －超高圧電子顕微鏡施設
・名古屋工業大学 －表面分析装置

名古屋大学
１００万ﾎﾞﾙﾄ電子顕微鏡

・大阪大学
－激光XⅡ号をはじめとする高強度ﾚｰｻﾞｰ装置群
－ＮＭＲ装置群

・京都大学
－複合ﾋﾞｰﾑ材料照射装置（DuET） 及びﾏﾙﾁｽｹｰﾙ
材料評価基盤設備 （MUSTER）

－分散並列型強震応答実験装置
・兵庫県立大学
－ﾆｭｰｽﾊﾞﾙ放射光施設

・立命館大学
－放射光利用実験装置

近畿地区

大阪大学
激光XⅡ号

立命館大学
放射光利用実験装置

・筑波大学
－ﾏﾙﾁﾀﾝﾃﾞﾑ静電加速器ｼｽﾃﾑ

・東京工業大学
－ｽｰﾊﾟｰｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞｷｬﾝﾊﾟｽｸﾞﾘｯﾄﾞ基盤ｼｽﾃﾑ

（TSUBAME２．０）
・高ｴﾈﾙｷﾞｰ加速器研究機構
－放射光科学研究施設

・慶応義塾大学
－ﾏｲｸﾛｱﾚｲ、各種ｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞ装置、疾患ﾓﾃﾞﾙﾏｳｽ

・東京理科大学
－赤外自由電子ﾚｰｻﾞｰ

・横浜市立大学
－NMR装置

・理化学研究所
－ NMR立体構造解析ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ・NMR基盤施設

・海洋研究開発機構
－地球ｼﾐｭﾚｰﾀ

・日本原子力研究開発機構
－ｲｵﾝ照射研究施設等（TIARA等）
－研究用原子炉JRR-3

関東地区

東京工業大学
ｸﾗｳﾄﾞ型ｸﾞﾘｰﾝｽﾊﾟｺﾝ
（TSUBAME２．０）

高ｴﾈﾙｷﾞｰ加速器研
究機構
放射光科学研究施設

名古屋工業大学
表面分析装置

「先端研究施設共用促進事業」の実施機関

九州大学
ｸﾘｰﾝ実験
ｽﾃｰｼｮﾝ

理化学研究所
ＮＭＲ基盤施設


